
－総務省－

補助事業の実施及び経理が不当

７件 不当金額(支出) ２億３１０９万円

(前年度 １８件 ４億３５５１万円)

1 補助金等の概要

総務省所管の補助事業は、地方公共団体等が事業主体となって実施するもので、同省は、この事業に

要する経費について、直接又は間接に事業主体に対して補助金等を交付している。

2 検査の結果

検査したところ、7事業主体が市町村合併推進体制整備費補助金、地域情報通信技術利活用推進交付金

等を受けて実施した事業において、補助金等が過大に交付されていたり、事業の計画が適切でなかった

りしていて、これらに係る国庫補助金231,095,000円が不当と認められる。

これを補助金等別に掲げると次のとおりである。

(1) 市町村合併推進体制整備費補助金が過大に交付されていたもの

市町村合併推進体制整備費補助金（以下「合併補助金」という。）は、市町村の合併を円滑に推進す

ることを目的として、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第6号）及び市町村合併推進体

制整備費補助金要綱(平成13年総務事務次官通知。平成18年一部改正)により、17年3月31日までに都道

府県知事に合併申請を行い、18年3月31日までに合併した市町村が、当該合併市町村の建設に関する基

本的な計画を作成して、この計画に基づいて行う事業の実施に要する経費の一部を国が補助するもの

である。

一方、総務省は、地方交付税法(昭和25年法律第211号)の規定に基づき、普通交付税の算定方法によ

っては捕捉されなかった特別の財政需要があるなどの地方団体に特別交付税を交付している。

そして、「平成17年度における合併市町村補助金の取扱いについて」（平成18年2月総務省自治行政局

合併推進課長通知）等によると、特別交付税の算定の基礎数値に含めている事業(合併補助金を特定財

源として控除している場合を除く。)に係る経費は合併補助金の補助の対象とはならないこととされて

いる。

本院が総務本省及び86市町において会計実地検査を行ったところ、3市において次のとおり適切でな

い事態が見受けられた。

以上を県別・事業主体別に示すと次のとおりである。

(単位：千円)

部局等 補助事業 補助事業 年度 補助対象 左に対する 不当と認め 不当と認め
者（事業 事業費 国庫補助金 る補助対象 る国庫補助
主体） 交付額 事業費 金相当額

摘 要
香川県観 のりあいバス購入 19 12,810 12,000 12,810 12,000
音寺市

総務本省 香川県三 本山駅駐輪場 19 4,623 4,620 4,623 4,620
豊市
大分県大 統合型地理情報シ 18 137,025 123,040 137,025 123,040
分市 ステム構築
特別交付税の算定の基礎数値に含めている事業に係る経費を補助の対象としていたた
め、国庫補助金が過大に交付されていた。



(2) 地域情報通信技術利活用推進交付金等の交付を受けて実施する事業の計画が適切でなかったなどの

もの

地域情報通信技術利活用推進交付金及び情報通信技術地域人材育成・活用事業交付金は、医療、介

護、福祉、防犯、産業等の分野において、地域の知恵と工夫を生かし、情報通信技術（以下「ＩＣ

Ｔ」という。）を導入・活用するなどして、地域における諸課題を解決し、また、地域の人材を育成・

活用しながら地域における公共サービスの向上を図るために、ＩＣＴ関連システムの基盤の整備、人

材育成等の事業を行う事業主体に対して、事業の実施に要する経費について交付されるものである。

これらの交付金の交付対象経費は、サーバ、ネットワーク機器、情報通信端末等のＩＣＴ関連システ

ムの基盤の整備等に要する経費とされている。

本院が総務本省、7府県、39市町村等において会計実地検査を行ったところ、4事業主体において次

のとおり適切でない事態が見受けられた。

これを府県別・事業主体別に示すと次のとおりである。

（単位：千円）

部局 等 交付金事 交付金事業 年度 交付対象 左に対する 不当と認め 不当と認め

業者 事業費 交付金交付 る交付対象 る交付金相

(事業主 額 事業費 当額

体) 摘 要

総務本省 京都府宮 地域情報通信技術利 22 123,506 123,505 71,039 71,039

津市 活用推進交付金、情

報通信技術地域人材

育成・活用事業交付

金

事業計画が適切でなかったため情報通信端末が全く配布等されず一度も利用

されていなかったり、構築したシステムが事業期間内に稼働していなかった

のにそのシステムの保守費を交付対象事業費に含めていたりしていたもの

総務本省 大阪府箕 地域情報通信技術利 21 31,880 31,880 4,290 4,291

面市 活用推進交付金

交付の対象とならない校門周辺の既存ネットフェンス等の修繕等に係る工事

費を交付対象事業費に含めていたもの

総務本省 広島県府 地域情報通信技術利 21 63,773 63,773 10,210 10,211

中市 活用推進交付金

事業計画が適切でなかったため利用者端末の一部が設置されていなかった

り、未設置の利用者端末に係る設置工事費を交付対象事業費に含めていたり

していたもの

総務本省 宮崎県児 地域情報通信技術利 21 55,767 55,767 5,893 5,894
こ

湯郡新富 活用推進交付金
ゆ

町 構築したシステムが事業期間内に稼働していなかったのにそのシステムの保

守費を交付対象事業費に含めていたもの


